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株式の立会外分売終了及び主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ 

 

2020年２月 25日に公表いたしました当社株式の立会外分売につきまして、下記のとおり

実施し、分売を終了しましたので、お知らせいたします。 

また、本立会外分売の結果、当社の主要株主である筆頭株主に移動が生じることになりま

したので、併せてお知らせいたします。 

記 

Ⅰ．立会外分売の結果 

分売実施日 株数 分売の値段 買付申込数量の限度 

2020年２月 26日 184,900株 2,085円 1,000株 

 

（ご参考） 

2020年２月 25日にお知らせいたしました内容は、下記のとおりです。 

１．分 売 予 定 株 式 数 350,000株 

２．分 売 実 施 日 2020年２月 26日（水） 

３．分 売 値 段 2,085円 

４．買付申込数量の限度 買付顧客 1人につき 1,000株（売買単位：100株） 

５．実 施 取 引 所 東京証券取引所 

６．実 施 の 目 的 当社は更なる社会的な認知度や信用力を高め、企業価値向上

を図ることを目的として、東京証券取引所市場第一部への市

場変更申請を行う準備を具体的に進めております。今回の立

会外分売は形式基準の充足のために株式の流動性向上及び株

主増加並びに株式の分布状況の改善を図るものであります。 

 

Ⅱ．主要株主である筆頭株主の異動 

１．異動が生じた経緯 

 本日実施いたしました立会外分売の結果、本日付で、以下のとおり当社の主要株主である

筆頭株主に異動が生じました。なお、今回の異動により三井物産株式会社は筆頭株主ではな

くなりますが、引き続き主要株主であります。 



 

 

２．異動した株主の概要 

（１）主要株主である筆頭株主に該当しなくなる株主 

名称 三井物産株式会社 

本店所在地 東京都千代田区丸の内一丁目１番３号 

代表者の役職・氏名 安永 竜夫 

事業内容 総合商社 

資本金の額 341,775百万円 (2019年 9月 30日現在) 

 

（２）新たに主要株主である筆頭株主に該当する株主 

氏名 中村 岳 

住所 東京都渋谷区 

当社との関係 当社代表取締役社長 

 

３．異動前後における当該株主の所有する議決権の数（所有株式数）および総株主の議決権

に対する割合 

（１）三井物産株式会社 

 議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の

数に対する割合 

大株主順位 

異動前 

（2019年 12月５日現在） 

20,960個 

（2,096,000株） 

23.34％ １位 

異動後 19,111個 

（1,911,100株） 

21.29％ ２位 

 

（２）中村 岳 

 議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の

数に対する割合 

大株主順位 

異動前 

（2019年 12月５日現在） 

19,236個 

（1,923,600株） 

21.42％ ２位 

異動後 19,236個 

（1,923,600株） 

21.42％ １位 

(注）１．異動前の議決権の数（所有株式数）につきましては、2019年 12月５日現在の 

株主名簿に基づき、2019年 12月６日付株式分割（１株につき２株）を考慮した 

数を記載しております。なお、当該株式分割考慮前の議決権の数（所有株式数） 

は以下のとおりです。 

三井物産株式会社                 10,480個（1,048,000株） 

中村 岳                      9,618個   （961,800株） 

２．議決権所有割合は、2019年 12月５日現在の総株主の議決権である 89,786個 

（分割考慮前：44,893個）を基準として算出しております。 

３．議決権所有割合は、小数点以下第三位を四捨五入しております。 



 

 

 

４．議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数 485,800株 

（分割考慮前： 242,900株） 

     2019年 12月５日現在の発行済株式総数           9,464,400株 

（分割考慮前：4,732,200株） 

 

Ⅲ．今後の見通し 

当該主要株主である筆頭株主の異動による当社の経営体制及び業績への影響はありません。 

 

以上 


